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1. 16年12月期の業績（平成15年12月21日～平成16年12月20日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年12月期       15,346     6.5       3,375    10.0       3,211     3.6

15年12月期       14,403     5.6       3,068     2.3       3,099     6.9

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年12月期        1,869    12.1        174.79－     18.5    23.4    20.9

15年12月期        1,667    10.2        155.57－     19.4    25.0    21.5

(注 )1.期中平均株式数 16年12月期     10,449,617株 15年12月期     10,449,217株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年12月期          45.00          0.00         45.00         470    25.7     4.3

15年12月期          40.00          0.00         40.00         417    25.7     4.5

(注 )16年12月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年12月期       14,467      10,931     75.6       1,041.94

15年12月期       13,006       9,311     71.6         887.24

(注 )1.期末発行済株式数 16年12月期     10,450,357株 15年12月期     10,447,723株
2.期末自己株式数 16年12月期          3,317株          5,951株15年12月期

2. 17年12月期の業績予想 （平成16年12月21日～平成17年12月20日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        7,885       1,554         919          0.00－ －

通 期       16,260       3,418       2,019－          45.00         45.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         188円 68銭

上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て い ま す 。
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前頁の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確実な要素を

含んでおります。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性があります。なお、

前頁の予想に関する事項は、添付資料の８ページを参照して下さい。 

  
 



６．個別財務諸表等

注記
番号

（ 資 産 の 部 ）
Ⅰ 流 動 資 産
1. 現 金 及 び 預 金 732,547 1,129,411 396,864
2. 受 取 手 形 ※7 1,044,926 923,291 △ 121,634
3. 売 掛 金 1,448,652 1,557,066 108,414
4. 有 価 証 券 - 11,015 11,015
5. 商 品 22,588 22,074 △ 513
6. 製 品 991,738 990,463 △ 1,275
7. 原 材 料 217,772 225,574 7,802
8. 仕 掛 品 28,387 27,160 △ 1,227
9. 貯 蔵 品 103,251 115,778 12,526
10. 前 払 費 用 20,404 24,924 4,519
11. 繰 延 税 金 資 産 104,613 101,572 △ 3,040
12. そ の 他 37,887 88,249 50,361
貸 倒 引 当 金 △ 28,209 △ 17,335 10,874
流 動 資 産 合 計 4,724,559 5,199,247 474,687

Ⅱ 固 定 資 産
1. 有 形 固 定 資 産
(1) 建 物 ※1 3,461,384 3,493,903
減価償却累計額 1,140,945 2,320,438 1,324,796 2,169,106 △ 151,332
(2) 構 築 物 182,193 182,653
減価償却累計額 111,156 71,037 121,660 60,993 △ 10,044
(3) 機 械 及 び 装 置 1,838,668 1,954,194
減価償却累計額 1,247,776 590,891 1,344,231 609,962 19,071
(4) 車両及び運搬具 31,603 34,621
減価償却累計額 26,191 5,411 24,643 9,978 4,566
(5) 工具器具及び備品 923,670 978,855
減価償却累計額 691,307 232,363 797,631 181,223 △ 51,139
(6) 土 地 ※1 3,220,230 3,220,230 -
(7) 建 設 仮 勘 定 21,000 646,065 625,065
有形固定資産合計 6,461,373 6,897,559 436,186
2. 無 形 固 定 資 産
(1) ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ 113,365 119,468 6,103
(2) 電 話 加 入 権 8,718 8,718 -
(3) 水道施設利用権 865 634 △ 230
無形固定資産合計 122,949 128,821 5,872
3. 投資その他の資産
(1) 投 資 有 価 証 券 1,029,822 1,286,432 256,610
(2) 関 係 会 社 株 式 - 221,000 221,000
(3) 出 資 金 30 30 -
(4) 長 期 貸 付 金 3,320 4,020 700
(5) 従業員に対する長期貸付金 7,301 7,093 △ 208
(6) 関係会社長期貸付金 - 180,000 180,000
(7) 長 期 前 払 費 用 8,729 12,936 4,207
(8) 入 会 金 25,570 24,370 △ 1,200
(9) 差 入 保 証 金 183,451 194,972 11,520
(10)保 険 積 立 金 287,136 293,189 6,052
(11)繰 延 税 金 資 産 159,119 30,091 △ 129,028
(12)そ の 他 403 360 △ 43
貸 倒 引 当 金 △ 7,257 △ 13,031 △ 5,773
投資その他の資産合計 1,697,626 2,241,463 543,836
固 定 資 産 合 計 8,281,949 9,267,844 985,895
資 産 合 計 13,006,508 14,467,092 1,460,583

64.1
13.1
63.7

49.7 47.7

0.9

15.5

対前年比

増減（千円）

当事業年度前事業年度
(平成15年12月20日）

金額（千円） 構成比
（％）

（1）貸借対照表

区　分

100.0

35.936.3

(平成16年12月20日）

金額（千円） 構成比
（％）

100.0

0.9
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注記
番号

（ 負 債 の 部 ）
Ⅰ 流 動 負 債
1. 支 払 手 形 ※7 1,066,248 1,015,017 △ 51,231
2. 買 掛 金 327,271 357,213 29,941
3. １年以内返済予定の長期借入金 ※1 399,600 86,452 △ 313,148
4. 未 払 金 667,203 799,618 132,415
5. 未 払 費 用 27,631 41,532 13,901
6. 未 払 法 人 税 等 732,134 685,819 △ 46,314
7. 未 払 消 費 税 等 98,722 101,430 2,707
8. 前 受 金 903 432 △ 470
9. 預 り 金 55,965 59,510 3,545
10. 前 受 収 益 1,250 1,000 △ 250
11. 返品調整引当金 21,990 13,505 △ 8,485
12. 賞 与 引 当 金 40,300 42,540 2,240
13. そ の 他 6,457 6,537 80
流 動 負 債 合 計 3,445,678 3,210,610 △ 235,068

Ⅱ 固 定 負 債
1. 長 期 借 入 金 ※1 50,500 131,237 80,737
2. 退職給付引当金 102,399 100,654 △ 1,744
3. 預 り 保 証 金 96,152 93,223 △ 2,929
固 定 負 債 合 計 249,052 325,114 76,062
負 債 合 計 3,694,730 3,535,725 △ 159,005

（ 資 本 の 部 ）
Ⅰ 資 本 金 ※2 1,150,000 2,000,000 850,000
Ⅱ 資 本 剰 余 金
1. 資 本 準 備 金 1,049,120 199,120 △ 850,000
2. その他資本剰余金
(1) 自己株式処分差益 - - 353 353 353
資本剰余金合計 1,049,120 199,473 △ 849,646
Ⅲ 利 益 剰 余 金
1. 利 益 準 備 金 150,000 150,000 -
2. 任 意 積 立 金
(1) 特別償却準備金 44,000 34,068
(2) 別 途 積 立 金 3,500,000 3,544,000 3,500,000 3,534,068 △ 9,932
3. 当期未処分利益 3,281,326 4,700,485 1,419,159
利益剰余金合計 6,975,327 8,384,553 1,409,226
Ⅳ その他有価証券評価差額金 153,094 356,401 203,306
Ⅴ 自 己 株 式 ※4 △ 15,764 △ 9,061 6,702
資 本 合 計 9,311,777 10,931,366 1,619,589
負債及び資本合計 13,006,508 14,467,092 1,460,583

8.1

53.6
1.2

前事業年度
(平成15年12月20日）

金額（千円）

2.2

100.0 100.0

13.8

1.4

58.0
2.5

△ 0.1
71.6

8.8

区　分

△ 0.1
75.6

増減（千円）構成比
（％）

28.4 24.4

26.5 22.2

1.9

対前年比
当事業年度

(平成16年12月20日）

金額（千円） 構成比
（％）
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注記
番号

Ⅰ

1. 製 品 売 上 高 14,199,760 15,141,792

2. 商 品 売 上 高 203,937 14,403,698 204,699 15,346,491 942,793

Ⅱ

1. 製品期首たな卸高 956,199 991,738

2. 当期製品製造原価 5,537,124 5,798,827

合 計 6,493,324 6,790,566

3. 他勘定への振替高 ※1 392,348 379,296

4. 製品期末たな卸高 991,738 990,463

製品売上原価 5,109,237 5,420,806

5. 商品期首たな卸高 17,975 22,588

6. 当期商品仕入高 183,144 173,757

合 計 201,120 196,345

7. 他勘定への振替高 ※2 18,746 17,831

8. 商品期末たな卸高 22,588 22,074

商品売上原価 159,785 156,440

9. 返品調整引当金戻入額 24,502 21,990

10. 返品調整引当金繰入額 21,990 5,266,511 13,505 5,568,760 302,249

売 上 総 利 益 9,137,186 9,777,730 640,543

Ⅲ

1. 販 売 促 進 費 1,031,273 1,118,886

2. 運 賃 370,498 376,736

3. 広 告 宣 伝 費 202,026 176,132

4. 貸倒引当金繰入額 3,505 -

5. 報酬・給与・手当 1,577,209 1,658,966

6. 賞与引当金繰入額 27,156 28,114

7. 退職給付費用 138,438 147,587

8. 旅 費 交 通 費 406,395 429,837

9. 減 価 償 却 費 219,330 216,694

10. 賃 借 料 459,743 479,821

11. 研 究 開 発 費 ※3 473,216 530,017

12. そ の 他 1,159,597 6,068,393 1,239,395 6,402,190 333,797

営 業 利 益 3,068,793 3,375,540 306,746

前事業年度

　　（自　平成14年12月21日

　　　至　平成15年12月20日）

対前年比

21.3

100.0

22.0

41.7

100.0

百分比
（％）区　分

販売費及び一般管理費

63.763.4

売 上 原 価

36.336.6

（2）損益計算書

42.1

増減（千円）

当事業年度

　　（自　平成15年12月21日

　　　至　平成16年12月20日）

金額（千円） 百分比
（％）

売 上 高

金額（千円）
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注記
番号

Ⅳ

1. 受 取 利 息 951 1,037

2. 受 取 配 当 金 7,233 7,615

3. 投資有価証券売却益 12,741 63,894

4. 事業税還付金 34,336 12,575

5. 仕 入 割 引 15,307 13,950

6. 社 宅 負 担 金 16,743 16,664

7. 保険解約差益 170,979 5,500

8. 協 賛 金 収 入 20,626 5,000

9. 雑 収 入 18,692 297,611 7,292 133,530 △ 164,081

Ⅴ

1. 支 払 利 息 8,221 3,212

2. 投資有価証券売却損 - 16,805

3. 新 株 発 行 費 501 -

4. 売 上 割 引 240,689 272,007

5. 雑 損 失 17,797 267,209 5,721 297,745 30,536

経 常 利 益 3,099,196 3,211,325 112,128

Ⅵ

1. 固定資産売却益 ※4 - 1,258

2. 投資有価証券売却益 - 9,888

3. 貸倒引当金戻入額 - - 9,660 20,807 20,807

Ⅶ

1. 固定資産除却損 ※5 6,025 19,929

2. 役 員 弔 慰 金 95,874 -

3. 役員退職慰労金 - 24,522

4. 本社等移設費 ※6 58,889 -

5. 会員権評価損 1,530 -

6. 貸倒引当金繰入額 1,560 4,560

7. そ の 他 - 163,878 628 49,640 △ 114,237

税引前当期純利益 2,935,317 3,182,492 247,174

法人税、住民税及び事業税 1,287,000 1,319,000

法人税等調整額 △ 19,376 1,267,623 △ 5,743 1,313,256 45,633

当 期 純 利 益 1,667,694 1,869,235 201,541

前期繰越利益 1,613,631 2,831,250 1,217,618
当期未処分利益 3,281,326 4,700,485 1,419,159

0.8

金額（千円） 百分比
（％）

2.1

対前年比

増減（千円）

当事業年度

　　（自　平成15年12月21日

　　　至　平成16年12月20日）

金額（千円） 百分比
（％）

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

前事業年度

　　（自　平成14年12月21日

　　　至　平成15年12月20日）

区　分

特 別 利 益

特 別 損 失

1.9

-

1.9

0.1

20.921.5

1.1 0.3

12.2

20.4

8.8 8.5

20.7

11.6
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製造原価明細書

注記
番号

％ ％

Ⅰ 3,662,234 3,649,587 △ 12,647

Ⅱ 869,539 1,097,509 227,970

Ⅲ 473,798 505,917 32,118

（8,420 ) （8,900 )

Ⅳ 542,527 547,527 5,000

（283,525 ) （285,313 )

（37,659 ) （30,918 )

（38,220 ) （37,944 )

5,548,100 5,800,542 252,442

19,404 28,387 8,983

5,567,504 5,828,929 261,425

※1 1,992 2,941 948

28,387 27,160 △ 1,227

5,537,124 5,798,827 261,703

（脚注）

研究開発費 研究開発費

その他 その他

合計 合計

原価計算の方法 原価計算の方法

同左

2.

　工程別総合原価計算制度を採用しております。

2,187千円

△194千円

1,992千円

前事業年度

至　平成15年12月20日

自　平成14年12月21日

他勘定への振替高の内訳は次のとおりであり
ます。

※1.

当期製品製造原価

原 材 料 費

（うち消耗品費）

（うち賃借料）
当期総製造費用

仕掛品期首たな卸高

合 計

仕掛品期末たな卸高

（うち賞与引当金繰入額）

対前年比

他勘定への振替高

経 費

（うち減価償却費）

増減（千円）

15.7

62.9

18.9

8.7

9.5

当事業年度

　　（自　平成15年12月21日

　　　至　平成16年12月20日）

金額（千円） 構成比
（％）

前事業年度

8.5

区　分 金額（千円） 構成比
（％）

66.0

外 注 加 工 費

労 務 費

　　（自　平成14年12月21日

　　　至　平成15年12月20日）

当事業年度

自　平成15年12月21日

至　平成16年12月20日

2,533千円

408千円

2,941千円

9.8

100.0

2.

100.0

他勘定への振替高の内訳は次のとおりであり
ます。

※1.
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注記
番号

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー
１．税引前当期純利益 2,935,317
２．減価償却費 553,994
３．貸倒引当金の減少額 △ 2,584
４．賞与引当金の増加額 1,870
５．返品調整引当金の減少額 △ 2,511
６．退職給付引当金の増加額 20,904
７．受取利息及び受取配当金 △ 8,184
８．支払利息 8,221
９．為替差損益 236
10．投資有価証券売却益 △ 12,741
11．固定資産除却損 6,025
12．役員賞与支払額 △ 47,681
13．売上債権の増加額 △ 409,935
14．たな卸資産の増加額 △ 114,125
15．仕入債務の増加額 66,010
16．未払消費税等の増加額 59,886
17．その他 △ 81,699
　　　小  　計 2,973,001
18．利息及び配当金の受取額 10,184
19．利息の支払額 △ 7,932
20．法人税等の支払額 △ 1,186,399
　　営業活動によるキャッシュ･フロー 1,788,855

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
１．定期預金預入による支出 △ 30,000
２．定期預金解約による収入 30,000
３．投資有価証券の取得による支出 △ 178,599
４．投資有価証券の売却による収入 170,792
５．有形固定資産の取得による支出 △ 555,557
６．無形固定資産の取得による支出 △ 31,093
７．貸付けによる支出 △ 11,670
８．貸付金の回収による収入 111,235
９．差入保証金の差入れによる支出 △ 49,705
10．差入保証金の解約による収入 23,947
11．保険積立金の払込による支出 △ 32,015
12．保険積立金の解約による収入 191,735
13．その他投資等の増加額 △ 2,160
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 363,090

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー
１．長期借入金の返済による支出 △ 558,000
２．自己株式の収入と支出の純額 △ 12,841
３．配当金の支払額 △ 360,240
　　財務活動によるキャッシュ･フロー △ 931,082

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 117
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 494,565
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 207,981
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 702,547

（3）キャッシュ・フロー計算書

前事業年度

区分

　（自　平成14年12月21日
　　至　平成15年12月20日）

金額(千円)

当連結会計年度は連結初年度に当たり、当連結会計年度の連結キャッシュ・フ
ロー計算書は連結財務諸表として記載しているため、当期の財務諸表には前事業年
度のキャッシュ・フロー計算書のみを記載しております。
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対前年比

増減（千円）

Ⅰ 当期未処分利益 1,419,159

Ⅱ 任意積立金取崩高

1 特別償却準備金取崩高 △ 534

1,418,625

Ⅲ 利益処分額

1 利益準備金

2 配当金

3 役員賞与金

（うち監査役賞与金） 203,837

Ⅳ 次期繰越利益 1,214,788

9,398

平成17年3年17日予定）
（株主総会承認日

合計

9,932 9,932

注記
番号

9,398

金額（千円）

3,281,326

663,846460,008

4,709,884

（1,100） （923）

42,700

470,266

3,291,259

- 150,880

（4）利益処分案

（注） 特別償却準備金は租税特別措置法上の準備金であり、取崩高は同法の規定に基
づく取崩額から繰延税金負債相当額を控除した金額であります。

2,831,250 4,046,038

417,908

4,700,485

区 分 金額（千円）

42,100

当事業年度
（株主総会承認日
平成16年3年17日）

前事業年度
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前事業年度 当事業年度
　　（自　平成14年12月21日 　　（自　平成15年12月21日
　　　至　平成15年12月20日） 　　　至　平成16年12月20日）
　その他有価証券 （1）子会社株式
　時価のあるもの 　　移動平均法に基づく原価法

（2）その他有価証券
　時価のあるもの

　時価のないもの
　　移動平均法に基づく原価法

　時価のないもの
　　移動平均法に基づく原価法

（1）商　　　　品 （1）商　　　　品
　　先入先出法に基づく原価法 同左
（2）製品･仕掛品 （2）製品･仕掛品
　　総平均法に基づく原価法 同左
（3）原　　材　　料 （3）原　　材　　料
　　総平均法に基づく原価法 同左
（4）貯　　蔵　　品 （4）貯　　蔵　　品
　　最終仕入原価法に基づく原価法 同左

（1）有形固定資産 （1）有形固定資産
　定率法 同左
なお、平成10年4月1日以降に取得
した建物（附属設備を除く）につい
ても定率法によっております。
主な耐用年数は以下のとおりであ
ります。
　　建物31～50年、機械及び装置9年
（2）無形固定資産 （2）無形固定資産
　定額法 同左
自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（5
年）に基づく定額法

4．繰延資産の処理方法 新株発行費は支出時に全額費用と
して処理しております。

5. 外貨建の資産及び負債の本
邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の
直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しており
ます。

同左

重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法3.

1. 有価証券の評価基準及び評
価方法

2. たな卸資産の評価基準及び
評価方法

項　　目

　期末日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

　期末日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）
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前事業年度 当事業年度
　　（自　平成14年12月21日 　　（自　平成15年12月21日
　　　至　平成15年12月20日） 　　　至　平成16年12月20日）

6．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 （1）貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

同左

（2）賞与引当金 （2）賞与引当金
従業員賞与（使用人兼務役員の使
用人分を含む）の支給に充てるた
め、支給見込額に基づく金額を計上
しております。

同左

（3）返品調整引当金 （3）返品調整引当金
商品及び製品の返品による損失に
備えるため、過去の返品率等を勘案
し、将来の返品に伴う損失予想額を
計上しております。

同左

（4）退職給付引当金 （4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
数理計算上の差異は、発生年度の
翌期から、従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（５年）にわた
る定額法により費用処理することと
しております。

従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
数理計算上の差異は、各事業年度
の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）
による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。

7. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

同左
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前事業年度 当事業年度
　　（自　平成14年12月21日 　　（自　平成15年12月21日
　　　至　平成15年12月20日） 　　　至　平成16年12月20日）

8. キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は手
許現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ価値
の変動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資からなって
おります。

　消費税等の会計処理
　

　消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。
同左

会計方針の変更
前事業年度 当事業年度

　　（自　平成14年12月21日 　　（自　平成15年12月21日
　　　至　平成15年12月20日） 　　　至　平成16年12月20日）
（1）自己株式及び法定準備金の取崩
等に関する会計基準
　「自己株式及び法定準備金の取崩
等に関する会計基準」（企業会計基
準第1号）が平成14年4月1日以後に適
用されることになったことに伴い、
当事業年度から同会計基準によって
おります。これによる当事業年度の
損益に与える影響はありません。
なお、財務諸表等規則の改正によ
り、当事業年度における貸借対照表
の資本の部は、改正後の財務諸表等
規則により作成しております。

（2）1株当たり情報
「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第2号）及
び「１株当たり当期純利益に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第4号）が平成14年4月1日
以後開始する事業年度に係る財務諸
表から適用されることになったこと
に伴い、当事業年度から同会計基準
及び適用指針によっております。な
お、これによる影響については、「1
株当たり情報に関する注記」に記載
しております。

9. その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

38



注記事項

※1. ※1.

(1) (1)

建 物 1,595,092 千円 建 物 1,476,481 千円

土 地 1,207,694 千円 土 地 1,207,694 千円

合 計 2,802,786 千円 合 計 2,684,175 千円

(2) (2)

1年以内返済予定の
長 期 借 入 金 399,600 千円

1年以内返済予定の
長 期 借 入 金 82,492 千円

長 期 借 入 金 50,500 千円 長 期 借 入 金 117,177 千円

合 計 450,100 千円 合 計 199,669 千円

※2. 会社が発行する株式の
総数　　　　普通株式 34,000,000 株

※2. 会社が発行する株式の
総数　　　　普通株式 34,000,000 株

発行済株式総数
            普通株式 10,453,674 株

発行済株式総数
            普通株式 10,453,674 株

3. 発行済株式数の増加 3.

株 式 分 割

分 割 比 率 1：1.1

発 行 株 式 数 950,334 株

※4. 自己株式 ※4. 自己株式

5. 配当制限 5. 配当制限

6. 偶発債務 6. 偶発債務

債務保証 債務保証

※7. ※7.

受 取 手 形 120,290 千円

支 払 手 形 113,688 千円

期末日満期手形の処理について
当期末日は金融機関の休日でしたが、満期
日に決済が行われたものとして処理しており
ます。
　当期末日満期手形は次の通りであります。

担保に供している資産

子会社MILBON USA,INC．のリース債務
9,222千円（88千US＄）及び取引先等の銀行
借入金167,172千円（6件）に対し、債務保証
を行っております。

取引先等の銀行借入金142,134千円（5件）
に対し、債務保証を行っております。

担保付債務 担保付債務

ただし、定款の定めにより、株式の消却が
行われた場合には、これに相当する株式数を
減ずることとなっております。

ただし、定款の定めにより、株式の消却が
行われた場合には、これに相当する株式数を
減ずることとなっております。

当社が保有する自己株式の数は、普通株式
3,317株であります。

(貸借対照表関係）

 （平成16年12月20日）
前事業年度

 （平成15年12月20日）
当事業年度

有価証券の時価評価により、純資産額が
356,401千円増加しております。
なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号
の規定により、配当に充当することが制限さ
れております。

担保に供している資産並びに担保付債務 担保に供している資産並びに担保付債務

有価証券の時価評価により、純資産額が
153,094千円増加しております。
なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号
の規定により、配当に充当することが制限さ
れております。

当社が保有する自己株式の数は、普通株式
5,951株であります。

担保に供している資産
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※1. ※1.

販 売 促 進 費 346,407 千円 販 売 促 進 費 359,084 千円

市 場 開 発 費 7,165 千円 接 待 交 際 費 7,497 千円

接 待 交 際 費 5,103 千円 市 場 開 発 費 4,311 千円

本 社 等 移 設 費 28,552 千円 研 究 開 発 費 1,614 千円

そ の 他 5,119 千円 そ の 他 6,789 千円

合 計 392,348 千円 合 計 379,296 千円

※2. ※2.

販 売 促 進 費 18,701 千円 販 売 促 進 費 17,517 千円

そ の 他 45 千円 そ の 他 313 千円

合 計 18,746 千円 合 計 17,831 千円

※3. 研 究 開発費の 総額 ※3. 研 究 開発費の 総額

473,216 千円 530,017 千円

※4. ※4. 固定資産売却益の内容

車 両 及 び 運 搬 具 1,258 千円

※5. 固定資産除却損の内訳 ※5. 固定資産除却損の内訳

建 物 1,768 千円 建 物 14,349 千円

機 械 及 び 装 置 3,461 千円 機 械 及 び 装 置 5,154 千円

工具器具及び 備品 795 千円 工具器具及び 備品 425 千円

合 計 6,025 千円 合 計 19,929 千円

※6. 本社等移設費の内訳 ※6.

住 所 変 更 に 伴 う

製 品 の 廃 棄 損 28,552 千円

現状回復工事 費等 30,336 千円

合 計 58,889 千円

(キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び預金勘定 732,547 千円
預入期間が3ヵ月を
超える定期預金 △ 30,000 千円

現金及び現金同等物 702,547 千円

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
　に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　（自　　平成14年12月21日
　　　　　　至　　平成15年12月20日）

(損益計算書関係）

 製品の他勘定への振替高の内訳は次のとお
りであります。

前事業年度

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研
究開発費

当連結会計年度に係る「連結キャッシュ・フロー計算書関係」については、連結財務諸表にお
ける注記事項として記載しております。

　　　　　　至　　平成16年12月20日）

前事業年度

　　　　　　至　　平成15年12月20日）

当事業年度
　　　　　（自　　平成14年12月21日 　　　　　（自　　平成15年12月21日

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研
究開発費

 製品の他勘定への振替高の内訳は次のとお
りであります。

 商品の他勘定への振替高の内訳は次のとお
りであります。

 商品の他勘定への振替高の内訳は次のとお
りであります。
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1. 1．

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

36,549 15,630 20,919 27,159 13,700 13,459

172,636 114,629 58,007 176,590 80,138 96,451

209,186 130,259 78,926 203,749 93,838 109,911

（注）

2. 未経過リース料期末残高相当額 2. 未経過リース料期末残高相当額
１年内 38,058 　千円 １年内 44,202 　千円
１年超 40,868 　千円 １年超 65,708 　千円
合計 78,926 　千円 合計 109,911 　千円

（注）

3. 支払リース料及び減価償却費相当額 3. 支払リース料及び減価償却費相当額
47,428 　千円 43,689 　千円

47,428 　千円 43,689 　千円

4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法

前事業年度

取得価額
相当額

工具器具
及び備品

　　　　　（自　　平成14年12月21日
　　　　　　至　　平成15年12月20日）

工具器具
及び備品

合 計

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額

車両及び
運搬具

減価償却累計
額相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却累計
額相当額

期末残高
相当額

（1）支払リース料

（2）減価償却費
     相当額

同左

未経過リース料期末残高相当額は、
未経過リース料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定してお
ります。

（1）支払リース料

（2）減価償却費
     相当額

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法によっております。

同左

取得価額相当額は、未経過リース料
期末残高が有形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

同左

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

当事業年度
　　　　　（自　　平成15年12月21日
　　　　　　至　　平成16年12月20日）

合 計

車両及び
運搬具
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前事業年度（平成15年12月20日）

1.その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）
種　　類 取得原価 貸借対照表計上額 差　　額

（1）株式 650,581 912,243 261,661

（2）債券 - - -

（3）その他 10,150 10,502 352

小計 660,731 922,745 262,013

（1）株式 30,551 29,036 △ 1,515

（2）債券 - - -

（3）その他 52,639 49,011 △ 3,628

小計 83,190 78,047 △ 5,143

743,922 1,000,792 256,869

2.当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成14年12月21日　至平成15年12月20日）　

（単位：千円）

3.時価のない有価証券の内容 （単位：千円）
貸借対照表計上額

その他有価証券

　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 29,030

4.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 （単位：千円）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

- - - -

- 10,502 - -

- 10,502 - -

当事業年度（平成16年12月20日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（1）債券

（2）その他

合計

170,792 12,741 -

売却損の合計売却額 売却益の合計

（注）有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて、30％程度下
　　　落した場合、「著しく下落した」ものと判断し減損処理を行っております。
　　　当期における減損処理額はありません。

（有価証券関係）

合計

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

当連結会計年度に係る「有価証券関係（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは
除く）」に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しておりま
す。
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前事業年度（自　平成14年12月21日　　至　平成15年12月20日）

当連結会計年度に係る「デリバティブ取引関係」については、連結財務
諸表における注記事項として記載しております。

（デリバティブ取引関係）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当する事項
はありません。
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前事業年度（自　平成14年12月21日　　至　平成15年12月20日）

1.採用している退職給付制度の概要

2.退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △ 1,051,689
(2) 年金資産 869,134
(3) 未積立退職給付債務(1)+(2) △ 182,554
(4) 未認識数理計算上の差異 80,154
(5) 未認識過去勤務債務（債務の減額） -
(6) 貸借対照表計上額純額(3)+(4)+(5) △ 102,399
(7) 前払年金費用 -
(8) 退職給付引当金(6)+(7) △ 102,399
（注）

3.退職給付費用に関する事項

　退職給付費用 117,716
(1) 勤務費用 79,570
(2) 利息費用 24,068
(3) 期待運用収益 △ 18,019
(4) 数理計算上の差異の費用処理額 32,096
（注）

4.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 2.5％
(2) 期待運用収益率 2.5％
(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
(4) 過去勤務債務の処理年数 -
(5) 数理計算上の差異の処理年数 5年

（各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数によ
る定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理することと
しております。）

前事業年度
（平成15年12月20日）

前事業年度
　（自　平成14年12月21日
　　至　平成15年12月20日）

上記退職給付費用のほかに、総合設立型厚生年金基金への拠出額
78,665千円があります。

（単位：千円）

（単位：千円）

（退職給付関係）

　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び総合設
立型厚生年金基金制度を設けております。

前事業年度
（平成15年12月20日）

上記年金資産には、総合設立型厚生年金基金の年金資産のうち、掛
金拠出割合により算出した当社残高1,172,496千円が含まれておりま
せん。

　当連結会計年度に係る「退職給付関係」については、連結財務諸
表における注記事項として記載しております。
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1. 1.

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産（流動） 繰延税金資産（流動）

　貸倒引当金損金算入限度超過額 10,819 　貸倒引当金損金算入限度超過額 7,194

　返品調整引当金損金不算入額 9,126 　返品調整引当金損金不算入額 5,604

　賞与引当金損金算入限度超過額 13,892 　賞与引当金損金算入限度超過額 17,654

　未払事業税及び事業所税 68,435 　未払事業税及び事業所税 68,927

　その他 2,338 　その他 2,192

繰延税金資産（流動）合計 104,613 繰延税金資産（流動）合計 101,572

繰延税金資産（固定） 繰延税金資産（固定）

　減価償却費損金算入限度超過額 47,219 　減価償却費損金算入限度超過額 59,896

　商標権償却損金算入限度超過額 243 　貸倒引当金損金算入限度超過額 5,264

　貸倒引当金損金算入限度超過額 2,930 　退職給付引当金否認額 40,664

　退職給付引当金否認額 41,369 　投資有価証券強制評価減否認額 180,796

　投資有価証券強制評価減否認額 191,388 　その他 1,777

　その他 2,836 繰延税金資産（固定）合計 288,400

繰延税金資産（固定）合計 285,988

繰延税金負債（固定） 繰延税金負債（固定）

　その他有価証券評価差額金 △ 103,775 　その他有価証券評価差額金 △ 241,587

　特別償却準備金 △ 23,093 　特別償却準備金 △ 16,722

繰延税金負債（固定）合計 △ 126,868 繰延税金負債（固定）合計 △ 258,309

繰延税金資産（固定）の純額 159,119 繰延税金資産（固定）の純額 30,091

2. 2.

（単位：％）

法定実効税率 40.4

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない
項目 1.1

住民税均等割額 0.4

試験研究費特別控除 △ 0.3
当期法定実効税率と当期実際実効税
率との差異 1.3

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.2

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(税効果会計関係）

前事業年度
 （平成15年12月20日）

当事業年度
 （平成16年12月20日）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳
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3. 税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金
負債の金額の修正
地方税法等の一部を改正する法律（平成15
年法律第9号）が平成15年3月31日に公布され
たことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及
び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年12
月21日以降解消が見込まれるものに限る）に
使用する法定実効税率を前事業年度の41.5％
から40.4％に変更いたしました。
その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金
負債の金額を控除した金額）が4,333千円減少
し、その他有価証券評価差額金（貸方）が
2,825千円増加しております。また、当事業年
度に計上された法人税等調整額（貸方）が
7,158千円減少しております。

3.

前事業年度（自　平成14年12月21日　　至　平成15年12月20日）
　該当する事項はありません。

前事業年度（自　平成14年12月21日　　至　平成15年12月20日）
　該当する事項はありません。

当連結会計年度に係る「関連当事者との取引」については、連結財務諸表における注
記事項として記載しております。

当事業年度
（平成16年12月20日）

（持分法損益等）

（関連当事者との取引）

前事業年度
（平成15年12月20日）

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、「持分法損益等」に係る注記は記
載しておりません。
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（１株当たり情報）

887.24円 1,041.94円

155.57円 174.79円

746.95円

140.16円

　（注）1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金
額については、潜在株式が存在しないため、記載
しておりません。

　　　　　　至　平成16年12月20日）　　　　　　至　平成15年12月20日）

また、当社は、平成15年2月10日付で株式1株に
つき1.1株の株式分割を行っております。

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額

なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に
適用し、かつ、当該株式分割が前期首に行われた
と仮定した場合の前事業年度における1株当たり
情報については、以下のとおりとなります。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため、記載しておりませ
ん。

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株
当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第４号）を適用しており
ます。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため、記載しておりませ
ん。

1,869,235

前事業年度 当事業年度

　（自　平成14年12月21日 　（自　平成15年12月21日

普通株式の期中平均株式数（株）

42,700普通株主に帰属しない金額（千円)

（うち利益処分による役員賞与金）

普通株式に係る当期純利益（千円）

10,449,217 10,449,617

1,826,535

（42,700)

1,625,594

（42,100)

42,100

　　　　　（自　平成15年12月21日

当事業年度

　　　　　（自　平成14年12月21日

前事業年度

当期純利益（千円）

　　至　平成15年12月20日） 　　至　平成16年12月20日）

1,667,694
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（重要な後発事象）

前事業年度 当事業年度
　　　　（自　平成14年12月21日 　　　　（自　平成15年12月21日
　　　　　至　平成15年12月20日） 　　　　　至　平成16年12月20日）

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、
平成17年1月1日に適格退職年金制度の一部
を確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付
制度間の移行等に関する会計処理」（企業
会計基準適用指針第1号）を適用する予定
であります。
本移行に伴う翌事業年度の損益に与える
影響額は、58,930千円（特別損失）の見込
みであります。

７．役員の異動

①新任監査役候補（就任予定日　平成17年3月17日）

  （非常勤）監査役　高畑　省一郎（現 公認会計士）

　（注）高畑　省一郎氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」

　　　　第18条第1項に定める社外監査役であります。

②役員の昇格（平成16年12月21日付）

  　常務取締役 中日本営業担当　平井　克彦（現 取締役 名古屋支店長）

以上
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